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い
て
分
析
し
て
み
た
い
。
（
寺
尾
）
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
内
容
一
、
社
会
資
本
の
領
域
ー
ー
主
傾
向
の
所
在
二
、
社
会
資
本
の
主
体
ー
|
主
傾
向
の
所
在
三
、
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
四
、
行
政
投
資
に
お
け
る
負
担
金
制
度
五
、
国
家
資
本
に
お
け
る
独
立
採
算
制
六
、
「
地
方
公
営
企
業
」
に
お
け
る
企
業
債
七
、
結
び
最
近
の
経
済
成
長
に
つ
れ
て
社
会
的
間
接
資
本
あ
る
い
は
社
会
資
本
が
重
要
視
さ
れ
て
き
た
こ
と
は
衆
知
の
と
こ
ろ
で
あ
る
が
、
本
稿
で
は
、
こ
の
社
会
資
本
の
問
題
が
よ
う
や
く
本
格
化
し
た
昭
和
三
十
四
年
ー
ー
所
得
倍
増
計
画
の
基
本
構
想
成
案
ー
ー
を
一
応
の
目
安
と
し
て
、
そ
の
頃
に
は
も
は
や
―
つ
の
傾
向
と
言
え
る
か
た
ち
を
あ
ら
わ
し
て
き
た
社
会
資
本
に
お
け
る
独
立
採
算
化
の
現
象
に
つ
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
寺
尾
晃
九
洋
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こ
こ
の
問
題
は
こ
れ
ら
の
諸
領
域
の
ど
こ
に
社
会
的
投
資
の
重
点
が
あ
る
か
と
い
う
点
で
あ
る
。
こ
れ
は
後
掲
の
第
三
、
四
表
で
直
ち
に
わ
か
る
問
題
で
あ
る
が
、
そ
れ
が
政
府
の
産
業
政
策
全
体
の
方
向
と
ど
う
い
う
関
係
に
あ
る
の
か
と
い
う
点
ま
で
は
こ
れ
ら
の
表
で
は
明
ら
か
で
な
い
。
そ
こ
で
本
節
で
は
公
共
投
資
の
全
体
を
と
り
あ
げ
て
、
そ
の
中
で
の
社
会
資
本
、
を
み
て
い
き
た
い
。
さ
て
公
共
投
資
は
次
の
二
つ
か
ら
把
握
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
田
一
般
会
計
に
お
け
る
公
共
事
業
関
係
費
、
失
業
対
策
費
、
住
宅
お
よ
び
環
境
衛
生
対
策
費
な
ど
。
②
財
政
投
融
資
。
そ
こ
で
最
近
に
お
け
る
こ
れ
ら
の
推
移
か
ら
各
領
域
に
生
じ
て
い
(
2
)
 
る
変
化
を
と
り
だ
し
て
み
た
い
。
ま
ず
、
八
公
共
事
業
費
＞
ら
の
中
「
食
糧
増
産
」
は
問
題
と
し
て
も
、
国
土
保
全
治
山
治
水
、
災
害
復
旧
を
あ
げ
て
い
包
い） （口） （イ） 社
会
資
本
の
概
念
内
容
は
必
ず
し
も
明
確
で
は
な
く
、
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
社
会
資
本
の
領
域
1
主
傾
向
の
所
在
五
年
度
の
「
経
済
白
書
」
の
用
い
方
に
一
応
こ
こ
で
は
し
た
が
っ
て
整
理
を
し
て
み
る
。
経
済
白
書
に
お
い
て
は
こ
の
年
は
じ
め
て
意
識
的
に
社
会
資
本
の
問
題
が
と
り
あ
げ
ら
れ
た
が
、
同
書
は
社
会
資
本
の
名
の
も
と
に
、
産
業
基
盤
電
力
、
輸
送
力
（
道
路
、
港
湾
、
鉄
道
）
、
通
信
、
用
地
、
用
水
生
活
環
境
住
宅
、
ガ
ス
、
上
下
水
道
（
寺
尾
）
『
資
本
』
の
範
疇
に
は
い
ら
な
い
も
の
ま
で
包
含
し
て
い
る
が
、
昭
和
―
―
-
+
お
よ
び
そ
の
諸
領
域
の
動
き
第
一
図
は
三
十
五
年
度
ま
で
の
同
費
目
の
事
業
種
目
別
の
構
成
変
化
を
示
し
た
も
の
で
あ
る
が
、
こ
れ
ほ
と
ん
ど
が
社
会
資
本
の
範
疇
に
入
っ
て
く
る
。
こ
こ
で
の
明
ら
か
な
傾
向
は
「
道
路
、
四
0
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第一図 公共事業費の事業別構成の推移（％）
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
100 
90 
80 
70 
（
寺
尾
）
40 
30 
20 
10 
゜年度7 ~11 26 
治山治
水
港湾漁
港等
道路
27 ,.28..,,29 
その他
食糧増
産
災害復
旧等
30 31 32 .33 . 34 35 
（註）
四
費
」
は
八
％
か
ら
六
％
へ
と
低
下
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
つ
共
事
業
費
の
増
大
は
四
五
形
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
両
年
度
昭32年経済白書238ページ，昭35経済白書206ページより。
港
湾
漁
港
等
」
へ
の
投
資
比
重
の
増
大
、
「
治
山
治
水
」
、
五
六
•
一
％
、
土
地
整
備
事
業
一
八
。
二
％
、
河
川
整
備
事
(
3
)
 
業
五
•
五
％
、
そ
の
他
二
0
・
ニ
％
と
な
っ
て
お
り
、
前
述
八
住
宅
・
環
境
衛
生
対
策
費
＞
一
般
会
計
中
の
こ
の
費
目
を
、
便
宜
上
二
十
八
年
度
と
三
十
四
年
度
を
と
り
だ
し
て
、
比
べ
て
み
る
と
、
そ
れ
ぞ
れ
―
二
五
億
円
と
一
三
七
億
円
で
、
こ
の
間
一
0
形
の
増
大
を
み
て
い
る
。
こ
れ
と
比
べ
る
と
公
の
「
住
宅
環
境
対
策
費
」
／
「
住
宅
環
境
対
策
費
＋
公
共
事
業
の
公
共
事
業
費
の
傾
向
と
類
似
し
た
形
が
生
じ
て
い
る
。
労
人
員
の
割
合
を
実
績
で
み
る
と
、
道
路
お
よ
び
街
路
整
備
が
大
き
く
な
り
、
た
と
え
ば
三
十
二
年
度
の
事
業
種
目
別
就
ど
が
多
か
っ
た
が
、
次
第
に
道
路
な
ど
の
土
木
事
業
の
比
重
ま
れ
て
い
る
。
当
初
は
公
園
・
広
場
の
整
備
、
街
路
清
掃
な
の
中
に
は
公
共
事
業
費
の
対
象
と
類
似
し
た
事
業
種
目
が
含
「
災
害
復
旧
等
」
の
減
少
で
あ
る
。
八
失
業
対
策
費
＞
こ
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第一表 財政投融資使途別推移 （億円）
I昭28I 29 I 30 | 31 I 32 | 33 I 34 I 35 
産業開発I1c認 魯 l(tt炉． 21 磨i~ 沿！4)1 (~~5 I％盟}|％笥
輸出入 (0~ ゜需＇I 閉1) 102 I 80 I 齋 I
360 
(0) (2.5) (2) (6) 
中小企業 翡~ I 241 需 270 I 422.5 540 I 582 I 663 (8) (7.8) (10.8) (13) (11) (11) 
農林水産
231 200 245 I 308.8 312.5 閤 需 I
459 
(7) (8) (8) (8.9) (7.6) (8) 
交通通信i＆魯 爵 湿~ I Ci翌3)1 （爵38)| (f悶I(f9!| ％協
住宅 I 器l1(860 ) I （333 14) I | (4120 .7) I （61670 .4) I （6160 ) I |(71637 ) I （81419 ) 
地方債l1(,03490 ) 1 1,09（O4 ) | 1（,3614) I 1(,23251 .2) 1（,21035 .2)I1(,00255 ) 1（,21015 ) | 1(,42563 ) 
その他 I (0~ I (0~ I 福 晶 晶 I 温I 唇 I
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(0) 
合計＼行需 12,805 13,199.713,471.614,091 襦515,198 15,941 
((100) (100) (100) (100) ((100) (100) 
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
（
寺
尾
）
（註） 1) 使途別分類は昭35経済白書204ページの分類の仕方によった。金融債は昭28,
29, 30において「産業開発」の項に入れた。
2) ( )内は％
3) 各年度財政投融資資金計画表より作成
る
が
、
三
十
五
年
度
で
は
、
こ
の
う
ち
い
ち
じ
る
し
く
比
重
を
増
し
て
き
て
い
金
は
「
産
業
開
発
」
、
さ
ら
に
は
「
地
こ
の
よ
う
な
動
き
に
公
共
事
業
費
に
お
け
る
道
路
を
頂
点
と
し
た
最
近
の
政
策
次
に
八
財
政
投
融
資
＞
ら
二
十
八
年
度
か
ら
二
十
五
年
度
に
い
(
5
)
 
た
る
財
政
投
融
資
の
方
向
が
わ
か
る
が
、
こ
こ
で
も
「
交
通
・
通
信
」
と
「
住
宅
(
6
)
 
」
が
主
な
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
資
方
債
」
の
動
き
と
対
照
的
に
最
近
ま
で
第
一
表
か
て
よ
い
。
方
向
の
半
面
が
だ
さ
れ
て
い
る
と
言
っ
は
相
対
的
に
逓
減
し
て
い
る
訳
で
あ
る
。
わ
れ
わ
れ
の
生
活
に
結
び
つ
い
た
投
資
で
は
、
住
宅
・
上
水
道
な
ど
も
っ
ば
ら
ま
り
一
般
会
計
か
ら
の
公
共
投
資
の
内
四
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（
寺
尾
）
が
最
近
の
基
本
的
な
方
向
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
一
六
党
、
四
一
四
形
と
変
化
し
て
い
る
。
「
交
通
・
通
信
」
は
「
地
方
債
」
を
除
け
ば
財
政
投
融
資
中
最
大
の
比
重
を
占
め
て
い
る
。
比
重
で
は
「
交
通
。
通
信
」
に
及
ば
な
い
。
「
地
方
債
」
に
つ
い
て
は
第
六
節
で
の
べ
る
。
以
上
の
う
ち
に
は
社
会
資
本
以
外
の
範
疇
を
も
含
む
が
、
も
ち
ろ
ん
社
会
資
本
だ
け
を
と
っ
て
み
た
場
合
こ
う
し
た
傾
向
は
よ
り
決
定
的
で
あ
る
。
後
出
の
第
三
、
四
表
か
ら
総
括
的
に
知
ら
れ
る
よ
う
に
、
二
十
八
年
に
お
い
て
産
業
基
盤
五
八
％
、
生
活
環
境
一
五
％
、
国
土
保
全
二
七
形
で
あ
っ
た
も
の
が
、
三
十
四
年
で
は
そ
れ
ぞ
れ
七
0
形、
結
局
よ
り
狭
い
範
疇
で
あ
る
社
会
資
本
の
み
な
ら
ず
、
公
共
投
資
全
体
か
ら
み
て
も
交
通
、
通
信
を
指
標
と
し
た
産
業
基
盤
の
強
化
註
(
1
)
経
済
企
画
庁
編
、
昭
和
―
―
―
十
五
年
度
経
済
白
書
、
四
ー
ニ
ペ
ー
ジ
以
下
参
照
。
J
(
2
)
「
国
の
予
算
」
該
当
年
度
参
照
。
以
下
予
算
項
目
に
つ
い
て
は
こ
れ
と
同
じ
。
(
3
)
「
国
の
予
算
」
、
三
十
四
年
度
、
九
四
ペ
ー
ジ
。
(
4
)
二
十
八
年
度
の
―
二
五
億
円
は
住
宅
対
策
費
の
み
で
あ
っ
て
、
環
境
衛
生
対
策
費
つ
ま
り
上
下
水
道
、
清
掃
し
尿
処
理
の
た
め
の
費
用
を
ふ
く
ま
な
い
。
後
者
は
一
―
―
十
二
年
度
予
算
か
ら
登
場
し
て
い
る
も
の
で
あ
る
。
こ
れ
に
た
い
し
て
―
―
―
十
四
年
度
ニ
―
―
七
億
円
は
住
宅
対
策
費
―
―
六
億
円
、
環
境
衛
生
対
策
費
ニ
―
億
円
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。
(
5
)
た
だ
こ
の
場
合
、
産
業
投
資
特
別
会
計
、
資
金
運
用
部
、
筒
保
資
金
、
公
募
偕
（
公
募
の
分
に
限
定
さ
れ
、
利
用
債
、
縁
故
者
募
集
を
ふ
く
ま
な
い
。
後
の
二
者
は
財
政
投
融
資
資
金
計
画
表
で
は
『
自
己
資
金
等
』
に
入
れ
て
あ
る
。
）
、
借
入
金
（
た
と
え
ば
生
命
保
険
会
社
の
よ
う
な
民
間
か
ら
の
借
入
金
）
を
原
資
と
す
る
投
融
資
に
つ
い
て
、
そ
の
使
途
別
推
移
が
示
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
っ
て
、
い
わ
ゆ
る
財
政
投
融
資
の
姿
を
尽
し
た
も
の
で
は
な
い
。
し
か
し
方
向
は
示
さ
れ
て
い
る
と
思
う
。
一
般
に
財
政
投
融
資
の
原
資
は
今
の
べ
た
い
く
つ
か
に
自
己
資
金
な
ど
を
加
え
た
も
の
で
あ
る
。
自
己
資
金
な
ど
に
つ
い
て
信
頼
し
う
る
数
字
を
え
が
た
か
っ
た
の
で
、
財
政
投
融
資
資
金
計
画
表
に
記
載
し
て
あ
る
分
の
み
を
抜
き
だ
し
て
第
一
表
と
同
じ
分
類
手
続
で
整
理
し
た
も
の
が
第
二
表
で
あ
る
。
こ
こ
で
も
同
じ
よ
う
に
「
交
通
通
信
」
が
最
大
の
比
重
を
占
め
て
い
る
こ
と
が
知
ら
れ
よ
う
。
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
「
住
宅
」
投
資
ほ
の
び
率
は
大
き
い
が
、
202 
(
6
)
具
体
的
に
は
道
路
公
団
、
帝
都
高
速
度
交
通
営
団
、
国
際
航
空
事
業
（
日
航
）
、
旅
客
船
公
団
、
国
鉄
、
電
々
公
社
、
郵
政
事
業
特
別
会
計
、
道
路
整
備
特
別
会
計
、
特
定
港
湾
施
設
工
事
特
別
会
計
、
日
本
放
送
協
会
、
住
宅
金
融
公
庫
、
住
宅
公
団
、
勤
労
者
厚
生
資
金
な
ど
を
意
味
す
る
。
こ
の
外
社
会
資
本
の
範
疇
に
入
る
と
考
え
ら
れ
る
も
の
に
、
電
源
開
発
株
式
会
社
、
特
定
多
目
的
ダ
ム
建
設
工
事
特
別
会
計
、
愛
知
用
水
公
団
そ
の
他
が
あ
る
。
第二表 政府関係機関•特
別会計の自己資金
＊ 
などの投資額の使
途別推移 （億円）
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
社
会
資
本
の
主
体
1
主
傾
向
の
所
在
社
会
資
本
の
主
体
は
、
大
別
し
て
a
．
行
政
官
庁
、
b
．
国
家
資
本
の
二
つ
で
あ
る
。
以
下
前
者
の
行
う
投
資
活
動
を
「
行
政
投
資
」
と
仮
り
に
呼
び
、
後
者
の
「
国
家
資
本
」
と
対
置
す
る
こ
と
に
す
る
。
さ
て
『
国
の
予
算
』
の
昭
和
二
十
八
年
度
と
同
三
十
四
年
度
の
数
字
を
対
比
し
て
、
社
会
資
本
の
主
体
に
お
け
る
こ
の
段
階
で
の
一
連
の
傾
向
を
取
り
だ
し
て
み
よ
う
と
し
た
も
の
が
第
三
表
、
第
(
7
)
 
四
表
で
あ
る
。
ま
ず
第
一
に
、
財
政
資
金
が
は
い
っ
て
い
る
も
の
に
限
定
し
て
、
両
年
度
の
社
会
資
本
投
資
の
主
要
な
も
の
を
前
記
の
行
政
投
資
と
国
家
資
本
に
振
分
け
て
、
そ
れ
ら
の
投
資
額
を
比
較
し
て
み
る
。
こ
れ
は
第
三
表
、
第
四
表
の
a1+b1+c1c.a2+b2
か
ら
知
ら
れ
る
。
産業開発
輸出入
中小企業
農林水産
交通通信
住 宅
そ の 他
合 計
芦
693
⑤
240
⑬
2
0
8
g
l
o
①
728
⑧
2
2
の
。
①
邸
⑳
ー
（
蜘
34
⑩
40
⑪
濡
127
④
ー
（
寺
尾
）
70
幻
4
9
D
o
の
59
の
4
4
(
（
4
0
 
'（
'
1
 
1
3
(
 
（註） 1) ( ）内は彩
2) 該当年度「国の
予算」より。
＊
「
自
己
資
金
な
ど
」
と
は
、
具
体
的
に
は
減
価
償
却
、
内
部
留
保
、
資
産
充
当
、
負
担
金
、
回
収
金
な
ど
で
あ
る
。 四
四
coz 
第
三
表
昭
和
28
年
・
社
会
資
本
投
資
の
原
資
:
-
-
丁
戸
二
I芦
乳
騎
産
投
会
計l
嗜
喜
翡
灸
誓
貴
・
借
自
己
資
金
等
合
｛
（
道
路
）
讐
g
 
棗
JJllむ）
産
（
港
湾
等
）
港
湾
事
業
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1. 
昭
34
年
度
「
国
の
予
箕
」
お
よ
び
澄
田
・
鈴
木
共
編
「
昭
34
年
度
財
政
投
融
資
」
よ
り
作
成
。
2. 
細
部
の
説
明
は
（
註
7
)
参
照
。
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第五表
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
（
寺
尾
）
社会資本投資における行政投資と国
家資本投資の比重の推移とのび率
昭28 昭34
Vヽ）
（イ） 産業基盤{
行政投資
国家資本
（口） 生活環境｛
行政投資
国家資本
国土保全｛
行政投資
国家資本
彩
9
6
9
7
0
 
4
2
 
，
 
21% (5.5) 
49 (2.3) 
4
4
0
 
ー
2
 
ー
(0.9) 
(3.7) 
(1.1) 
(0) 
合
（註） 1)
2) 
計 100 100 
（ ）内は昭28の数字にたいする倍率
第三表，第四表より作成
四
七
お
け
る
行
政
投
資
四
三
形
、
国
家
資
本
五
七
彩
か
ら
、
三
十
四
年
に
お
け
る
行
政
投
資
一
五
％
、
国
家
資
本
八
五
％
へ
と
国
家
資
本
の
圧
須
的
な
増
大
、
行
政
投
資
の
絶
体
的
縮
小
が
特
徴
的
で
あ
る
。
こ
れ
は
一
―
-
•
七
倍
と
い
う
前
者
の
の
び
率
と
0
・
九
倍
と
い
う
後
者
の
そ
れ
と
の
対
照
に
歴
然
と
し
る
さ
れ
て
い
る
。
国
土
保
全
の
領
域
、
こ
こ
で
は
国
家
資
本
の
進
出
余
地
は
ほ
と
ん
ど
な
い
と
領
域
だ
け
の
行
政
投
資
と
国
家
資
本
の
割
合
の
変
化
を
み
る
と
、
二
十
八
年
に
生
活
環
境
の
領
域
で
は
、
国
家
資
本
の
比
重
は
三
十
四
年
度
に
至
っ
て
か
な
り
増
大
し
、
そ
の
反
面
行
政
投
資
は
全
く
貧
弱
な
も
の
に
な
り
果
て
た
。
‘
こ
の
し
た
場
合
の
国
家
資
本
の
比
重
の
増
大
と
は
逆
の
方
向
を
指
し
て
い
る
。
度
で
は
行
政
投
資
三
七
彩
、
国
家
資
本
六
三
形
で
あ
っ
て
、
こ
れ
に
よ
れ
ば
、
二
十
八
年
度
の
社
会
資
本
投
資
全
体
の
平
均
で
は
行
政
投
資
四
二
彩
、
国
家
資
本
五
八
％
で
あ
っ
た
が
、
三
十
四
年
わ
ず
か
で
は
あ
る
が
、
国
家
資
本
の
比
重
が
高
ま
っ
て
き
て
い
る
。
第
二
に
、
こ
う
し
た
数
字
を
い
ま
少
し
く
内
容
的
に
検
討
す
る
た
め
、
前
に
あ
げ
た
い
、
産
業
基
盤
、
回
、
生
活
環
境
、
り
、
国
土
保
全
の
そ
れ
ぞ
れ
の
領
域
に
つ
い
て
検
討
し
て
み
る
と
、
社
会
資
本
投
資
の
主
体
に
つ
い
て
の
よ
り
立
ち
入
っ
た
把
握
が
可
能
に
な
る
。
第
五
表
か
ら
明
ら
か
な
よ
う
に
、
産
業
基
盤
の
領
域
で
は
、
国
家
資
本
の
比
重
は
両
年
度
と
も
社
会
資
本
の
四
九
％
で
極
め
て
大
き
い
が
、
両
年
度
間
で
は
行
政
投
資
の
比
重
が
九
粥
か
ら
ニ
―
％
へ
と
非
常
に
増
大
し
、
の
び
率
も
五
・
五
倍
で
あ
っ
て
、
最
大
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
前
節
で
み
た
産
業
基
盤
重
点
の
基
本
方
向
が
こ
の
行
政
投
資
の
の
び
に
体
現
さ
れ
て
い
る
と
い
え
る
。
だ
が
こ
の
動
き
は
社
会
資
本
全
体
を
平
均
206 
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
思
わ
れ
る
が
、
行
政
投
資
自
体
が
二
十
八
年
の
二
七
％
か
ら
一
四
％
へ
と
そ
の
比
重
を
著
し
く
減
退
さ
せ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
部
門
分
析
を
進
め
る
と
、
産
業
基
盤
に
お
け
る
行
政
投
資
の
前
進
が
生
活
環
境
と
な
か
ん
ず
く
国
土
保
全
に
お
け
る
行
政
投
資
の
極
度
の
後
退
の
た
め
に
、
相
殺
ど
こ
ろ
か
マ
イ
ナ
ス
化
さ
れ
た
こ
と
が
わ
か
る
。
こ
こ
に
全
体
に
お
け
る
国
家
資
本
の
比
重
註
(
7
)
両
表
は
社
会
資
本
投
資
の
全
貌
を
把
握
し
て
、
そ
の
原
資
の
構
成
を
明
ら
か
に
し
よ
う
と
し
て
作
成
さ
れ
た
。
こ
の
場
合
ど
こ
ま
で
を
社
会
資
本
の
範
囲
に
入
れ
る
か
、
行
政
投
資
と
国
家
資
本
を
わ
け
る
実
際
上
の
基
準
を
ど
こ
に
お
く
か
、
ま
た
基
礎
資
料
と
な
る
事
業
計
画
と
資
金
計
画
の
個
々
の
収
支
項
目
を
ど
う
取
扱
う
か
に
よ
っ
て
、
数
値
が
若
干
異
な
っ
て
く
る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
が
、
こ
こ
で
は
、
次
の
ご
と
き
諸
前
提
に
立
っ
て
一
応
の
数
字
を
出
し
て
み
た
。
ま
ず
、
一
、
農
林
関
係
は
除
い
て
考
え
る
。
二
、
行
政
投
資
と
国
家
資
本
を
わ
け
る
際
の
実
際
上
の
基
準
と
し
て
、
一
般
会
計
、
産
投
会
計
か
ら
の
資
金
の
ウ
エ
イ
ト
が
そ
の
他
の
衰
金
よ
り
も
大
き
い
場
合
、
行
政
投
資
に
入
れ
る
（
た
だ
二
十
八
年
度
の
電
源
開
発
株
式
会
社
、
一
―
―
十
四
年
度
に
創
設
さ
れ
た
首
都
高
速
道
路
公
団
は
、
そ
の
年
度
に
あ
ら
わ
れ
た
例
外
と
み
な
し
て
国
家
資
本
に
入
れ
る
。
）
三
、
年
度
予
算
額
の
数
字
に
よ
る
こ
と
。
四
、
投
資
の
概
念
を
狭
く
考
え
て
、
建
設
（
工
事
）
資
金
（
あ
る
場
合
は
業
務
費
）
に
限
定
し
て
そ
の
原
資
の
内
訳
を
示
す
に
と
ど
め
る
。
た
だ
こ
の
場
合
で
も
業
務
費
（
建
設
工
事
費
）
の
外
に
一
般
管
理
費
、
事
務
費
、
出
資
、
償
還
金
、
受
託
工
事
費
、
予
備
費
な
ど
の
費
用
が
あ
っ
て
、
こ
れ
ら
す
べ
て
の
経
裁
を
カ
バ
ー
す
る
総
収
入
（
原
資
）
が
あ
る
訳
で
あ
る
が
、
こ
う
し
た
業
務
費
（
建
設
工
事
費
）
以
外
の
諸
経
費
を
カ
バ
ー
す
る
収
入
は
こ
の
第
一
1
一
、
第
四
表
の
数
字
に
は
入
っ
て
お
ら
な
い
。
そ
れ
で
ど
の
収
入
で
こ
の
業
務
費
（
建
設
工
事
費
）
を
カ
バ
ー
す
る
の
が
妥
当
か
と
い
う
問
題
が
生
ず
る
。
実
際
上
は
収
入
は
一
っ
に
プ
ー
ル
さ
れ
て
こ
こ
か
ら
小
出
し
に
す
べ
て
の
経
費
の
た
め
に
支
出
さ
れ
る
の
で
、
こ
う
し
た
一
定
の
経
費
の
原
資
を
一
義
的
に
決
め
る
と
い
う
こ
と
は
無
理
で
あ
ろ
う
が
、
こ
こ
で
は
山
あ
る
事
業
へ
の
一
般
会
計
・
産
投
会
計
資
金
、
資
金
運
用
部
・
簡
保
資
金
、
公
募
債
、
借
入
金
の
合
計
が
各
表
の
右
端
の
欄
に
か
4
げ
た
該
事
業
の
投
資
の
合
計
よ
り
小
さ
い
場
合
、
そ
の
差
終
り
に
再
び
国
家
資
本
の
増
大
と
い
う
点
を
確
認
し
て
次
に
進
も
う
。
増
大
が
可
能
と
な
っ
た
理
由
の
一
面
が
あ
る
。
（
寺
尾
）
四
八
207 
額
を
「
自
己
資
金
等
」
の
項
に
計
上
し
た
。
ま
た
③
逆
に
前
者
が
後
者
よ
り
大
き
い
場
合
、
ま
た
前
者
に
「
自
己
資
金
な
ど
」
を
加
え
れ
ば
な
お
さ
ら
（
第
四
表
の
首
都
高
速
道
路
公
団
と
道
路
整
備
特
別
会
計
•
愛
知
用
水
公
団
が
そ
れ
ら
の
例
）
、
前
者
は
建
設
資
金
以
外
の
経
費
も
カ
バ
ー
し
て
い
る
は
ず
で
あ
る
か
ら
、
そ
の
分
だ
け
前
者
（
現
実
の
投
入
額
）
よ
り
差
引
い
て
後
者
の
額
に
み
あ
う
よ
う
に
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
こ
の
と
き
、
行
政
投
資
の
場
合
は
一
般
会
計
か
ら
の
資
金
よ
り
差
引
き
、
国
家
資
本
の
場
合
は
「
自
己
資
金
等
」
の
項
か
ら
差
引
き
う
る
も
の
を
引
い
た
上
、
一
般
会
計
か
ら
の
資
金
か
ら
不
足
分
を
控
除
し
、
こ
う
し
て
え
ら
れ
た
数
字
を
表
に
の
せ
た
。
な
ん
と
な
ら
ば
こ
う
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
後
で
の
べ
る
ご
と
き
社
会
資
本
の
特
定
領
域
で
現
わ
れ
る
収
益
化
傾
向
あ
る
い
は
非
収
益
化
傾
向
が
そ
れ
ぞ
れ
若
干
ひ
か
え
目
に
表
出
さ
れ
る
か
ら
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
数
字
の
操
作
で
も
っ
て
一
定
の
傾
向
が
つ
く
り
だ
さ
れ
た
の
で
な
い
と
少
く
と
も
言
え
る
だ
ろ
う
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
ひ
か
え
目
な
表
出
に
か
か
わ
ら
ず
後
述
の
ご
と
く
一
定
の
傾
向
が
は
っ
き
り
と
で
て
い
る
こ
と
に
注
目
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
五
、
公
共
事
業
費
の
う
ち
二
十
八
年
度
の
数
字
が
失
業
対
策
費
を
ふ
く
ま
な
い
の
に
た
い
し
、
三
十
四
年
度
の
そ
れ
は
こ
れ
を
ふ
く
ん
で
い
る
。
し
た
が
っ
て
二
十
八
年
度
は
失
業
対
策
事
業
費
補
助
九
七
億
円
が
大
体
道
路
・
港
湾
・
治
山
治
水
・
災
害
復
旧
に
わ
た
り
分
散
さ
れ
て
い
て
、
こ
れ
は
公
共
事
業
費
の
約
一
割
を
占
め
て
い
る
の
で
第
一
1
一
表
の
al
、
Cl
の
項
は
表
示
さ
れ
た
数
字
よ
り
い
く
ら
か
ず
つ
ふ
く
れ
た
数
字
が
現
実
の
も
の
と
い
う
こ
と
に
な
る
。
六
、
三
十
四
年
度
に
は
国
土
総
合
開
発
事
業
調
整
費
六
億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
が
、
多
方
面
に
わ
た
り
、
し
た
が
っ
て
分
類
不
明
確
な
た
め
省
略
し
た
。
さ
て
次
に
、
三
十
四
年
度
に
集
中
す
る
が
、
問
題
と
な
る
事
業
体
ご
と
に
投
資
の
原
資
に
つ
い
て
若
干
説
明
を
加
え
た
い
。
＊
道
路
整
備
特
別
会
計
ー
ー
、
こ
の
年
度
予
算
は
一
、
0
一
六
億
円
で
あ
っ
て
、
そ
の
収
入
は
一
般
会
計
受
入
九
一
七
億
円
、
政
府
借
入
金
七
七
億
円
、
工
事
負
担
金
収
入
一
四
億
円
、
そ
の
他
の
収
入
八
億
円
で
あ
り
、
支
出
は
道
路
等
事
業
費
九
九
三
億
円
（
内
五
五
億
円
の
有
料
道
路
出
資
を
差
引
き
建
設
資
金
は
九
三
八
億
円
）
、
付
帯
工
事
費
一
0
億
円
、
そ
の
他
の
支
出
一
三
億
円
で
あ
る
。
付
帯
工
事
費
ま
で
加
え
て
考
え
る
と
建
設
資
金
は
前
記
九
三
八
億
円
プ
ラ
ス
一
0
億
円
、
合
計
九
四
八
億
円
で
あ
り
、
こ
の
金
額
を
一
般
会
計
受
入
・
借
入
金
・
工
事
負
担
金
収
入
合
計
一
、
0
0
八
億
円
と
の
差
額
六
0
億
円
（
出
資
金
五
五
億
円
が
こ
の
内
に
ふ
く
ま
れ
て
い
る
。
）
を
前
述
の
前
提
に
し
た
が
っ
て
一
般
会
計
受
入
よ
り
差
引
く
と
、
表
記
の
「
一
般
会
計
受
入
」
八
五
七
億
円
な
る
数
字
が
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
こ
れ
と
借
入
金
七
七
億
円
、
工
事
負
担
金
一
四
億
円
で
建
設
資
金
九
四
八
億
円
を
ま
か
な
う
こ
と
に
な
る
。
（
三
十
四
年
度
「
国
の
予
算
」
六
二
八
ペ
ー
ジ
参
照
）
＊
＊
道
路
公
団
ー
ー
政
府
出
資
四
五
億
円
、
政
府
補
助
金
二
億
円
、
政
府
借
入
金
八
四
億
円
、
公
募
債
六
五
億
円
で
業
務
費
二
六
四
億
円
を
ま
か
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
（
寺
尾
）
四
九
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会
資
本
と
独
立
採
算
制
な
っ
て
不
足
分
六
八
億
円
を
外
資
八
九
億
円
、
料
金
収
入
―
二
億
円
、
前
期
繰
越
金
―
1
0億
円
と
い
っ
た
「
自
己
資
金
な
ど
」
の
内
か
ら
拠
出
し
た
。
（
澄
田
、
鈴
木
共
編
、
昭
34
年
度
財
政
投
融
資
、
1
一
四
四
ペ
ー
ジ
参
照
）
*
＊
＊
首
都
高
速
道
路
公
団
i-―
―
十
四
年
度
予
算
は
三
十
五
億
円
で
、
収
入
は
政
府
出
資
一
0
億
円
、
東
京
都
出
資
一
0
億
円
、
東
京
都
交
付
金
六
億
円
、
民
間
資
金
九
億
円
、
計
三
十
五
億
円
で
あ
り
、
支
出
は
用
地
補
償
及
工
事
二
五
億
円
、
関
連
街
路
事
業
公
団
負
担
金
一
一
一
億
円
、
駐
車
場
事
業
費
二
億
円
、
一
般
管
理
費
等
五
億
円
で
あ
る
。
政
府
・
都
出
資
及
交
付
金
合
計
二
六
億
円
か
ら
一
般
管
理
費
等
相
当
額
を
差
引
い
た
ニ
ー
億
円
と
民
間
資
金
九
億
円
の
合
計
―
―
1
0億
で
、
支
出
合
計
か
ら
一
般
管
理
費
を
差
引
い
た
残
額
で
あ
る
建
設
費
一
―
1
0億
円
を
ま
か
な
っ
て
い
る
と
考
え
た
。
―
―
-
＋
四
年
度
「
国
の
予
算
」
八
五
九
ペ
ー
ジ
参
照
）
*
＊
＊
＊
国
際
航
空
事
業1
日
本
航
空
の
三
十
四
年
度
予
算
は
七
―
-
1億
円
で
、
こ
の
内
航
空
機
購
入
費
一
―
―
―
-
•
五
億
円
、
部
品
費
一
―
-
•
四
億
円
、
地
上
施
設
費
五
・
八
億
円
、
訓
練
開
発
費
な
ど
六
億
円
、
合
計
四
八
億
円
が
建
設
費
で
あ
る
。
こ
の
財
源
は
産
投
会
計
か
ら
五
億
円
、
社
債
ニ
―
1-
億
円
、
あ
と
の
二
0
億
円
が
減
価
償
却
費
等
の
自
己
資
金
等
の
項
か
ら
ま
か
な
わ
れ
た
（
三
十
四
年
度
「
国
の
予
算
」
八
六
七
ー
八
ペ
ー
ジ
参
照
）
*
*
*
＊
＊
愛
知
用
水
公
団
i-―
―
十
四
年
度
の
公
団
予
算
は
一
1
一
五
億
円
で
あ
っ
て
、
収
入
は
国
庫
補
助
金
ニ
―
億
円
、
運
用
部
借
入
金
八
一
億
円
、
世
銀
借
入
金
一
ー
一
億
円
、
そ
の
他
の
収
入
二
0
億
円
で
あ
り
、
こ
れ
で
ま
か
な
う
べ
き
支
出
は
建
設
費
九
五
億
円
と
そ
の
他
の
支
出
一
―
1
0億
円
で
あ
る
。
そ
こ
で
こ
の
建
設
費
九
五
億
円
と
国
庫
補
助
金
、
借
入
金
、
世
銀
借
入
金
合
計
一
0
五
億
円
と
の
差
額
一
0
億
円
を
国
庫
補
助
金
ニ
―
億
円
の
内
か
ら
差
引
い
た
残
額
が
表
の
「
一
般
会
計
受
入
」
の
項
の
一
―
億
円
で
あ
る
。
こ
の
一
一
億
円
、
運
用
部
借
入
金
八
一
億
円
、
世
銀
借
入
金
―
―
一
億
円
、
合
計
九
五
億
円
が
原
資
で
あ
る
。
（
澄
田
、
鈴
木
共
編
、
同
上
書
、
二
0
0
ペ
ー
ジ
参
照
）
(
8
)
二
十
八
年
度
に
は
註
記
の
ご
と
く
失
業
対
策
費
を
公
共
事
業
費
に
ふ
く
め
て
な
い
が
、
こ
れ
を
ふ
く
め
た
と
す
る
と
同
年
度
の
社
会
資
本
投
資
全
体
の
平
均
で
は
行
政
投
資
四
四
形
、
国
家
資
本
五
六
％
で
あ
る
（
原
表
の
場
合
は
行
政
投
資
四
二
形
、
国
家
資
本
五
八
彩
）
。
し
た
が
っ
て
こ
の
数
字
を
と
れ
ば
第
三
表
か
ら
第
四
表
へ
の
バ
ー
セ
ン
テ
ー
ジ
の
変
化
は
よ
り
鋭
く
な
る
。
前
節
で
の
べ
た
国
家
資
本
の
大
き
な
比
重
、
そ
し
て
さ
ら
に
そ
の
増
大
、
こ
の
こ
と
は
収
益
性
の
原
資
の
増
大
と
結
び
つ
い
て
、
社
会
資
本
に
独
立
採
算
化
の
方
向
を
与
え
て
い
る
。
第
三
表
、
第
四
表
の
そ
れ
ぞ
れ
右
端
の
欄
は
国
家
資
本
の
比
重
の
増
大
を
表
現
し
て
（
寺
尾
）
五
〇
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第六表 社会資本投資に占める原資のグループ別比重
の推移 （%) 
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
（イ） 産業基盤{
行政投資
国家資本
（
寺
尾
）
（口）
し、）
生活環境｛
行政投資
国家資本
国土保全｛
行政投資
国家資本・
昭28
A B 
8.9 0 
7.2 42.4 
5
0
5
 
．
．
．
 
6
0
 
2
 
6
3
 
5
 ．
 
0
5
0
0
 
昭34
A B 
18.8 2.5 
2.2 46.9 
2.5 
1.9 
13.3 
゜
，
 
• 
0
1
0
0
 
ー
小 計 52.1 47.9 38.7 
合 計 100 
61.3 
100 
（註） 1) A•••一般会計・産投会計資金
B・・・資金運用部・簡保資金・公券債・借入金・
自己資金等
第三表，第四表より作成2) 
五
る
。
そ
れ
は
二
十
八
年
度
に
お
け
る
四
八
彩
か
ら
三
四
年
度
資
本
投
資
総
額
に
占
め
る
割
合
の
変
化
に
端
的
に
表
現
さ
れ
び
つ
き
は
、
国
家
資
本
に
投
ぜ
ら
れ
た
収
益
性
原
資
が
社
会
り
利
子
が
い
ら
ぬ
か
、
極
め
て
安
い
と
こ
ろ
の
一
般
会
計
、
-
•
三
形
と
よ
り
明
確
な
変
化
が
あ
ら
わ
れ
て
い
る
。
つ
ま
た
い
し
て
、
三
十
四
年
度
で
は
前
者
一1一
八
•
五
彩
、
後
者
六
二
十
八
年
度
で
は
前
者
五
ニ
・
一
彩
、
後
者
四
七
・
九
彩
に
会
資
本
の
平
均
で
は
、
第
六
表
に
示
さ
れ
て
い
る
ご
と
く
、
る
。
す
な
わ
ち
両
表
ご
と
に
下
欄
の
数
字
で
〔
一
般
会
計
受
入
＋
産
投
会
計
受
入
〕
と
〔
資
金
運
用
部
・
簡
保
資
金
＋
公
募
債
・
借
入
金
＋
自
己
資
金
等
〕
と
を
比
較
す
る
と
、
全
社
産
投
会
計
資
金
に
代
っ
て
、
相
当
程
度
の
利
子
を
要
す
る
資
(
9
)
 
金
運
用
部
資
金
以
下
の
い
わ
ゆ
る
収
益
性
の
資
金
が
建
設
資
金
の
主
力
を
構
成
す
る
よ
う
に
変
っ
て
き
た
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
収
益
性
原
資
の
増
大
と
国
家
資
本
の
増
大
と
の
結
り
、
こ
の
二
つ
は
そ
れ
ぞ
れ
の
表
の
う
ち
に
統
一
さ
れ
て
い
い
る
が
、
両
表
の
下
欄
の
数
字
は
独
立
採
算
化
の
指
標
で
あ
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ま
た
最
近
で
は
行
政
投
資
に
収
益
性
資
金
の
導
入
あ
る
い
は
負
担
金
制
度
が
と
ら
れ
つ
つ
あ
る
。
三
十
四
年
度
で
は
、
こ
れ
は
社
会
資
本
投
資
総
額
の
い
ま
だ
ニ
・
五
％
に
す
ぎ
な
い
が
、
し
か
し
新
し
く
み
ら
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
最
近
の
社
会
資
本
の
特
徴
の
一
つ
で
ま
た
そ
れ
ぞ
れ
の
領
域
に
つ
い
て
検
討
し
て
も
、
第
六
表
の
ご
と
く
、
二
十
八
年
と
三
十
四
年
で
は
、
産
業
基
盤
の
国
家
資
本
は
四
二
•
四
形
か
ら
四
六
・
九
形
、
生
活
環
境
の
国
家
資
本
で
五
•
五
形
か
ら
一
―
•
九
形
へ
、
投
資
で
も
新
た
に
ニ
・
五
形
と
い
う
よ
う
に
収
益
性
資
金
が
増
加
し
て
い
る
。
さ
ら
に
前
述
の
ご
と
く
産
業
基
盤
の
行
政
こ
の
よ
う
な
一
連
の
動
き
は
社
会
資
本
の
独
立
採
算
化
と
い
う
特
徴
的
傾
向
を
わ
れ
わ
れ
に
印
象
づ
け
て
い
る
と
言
え
よ
う
。
ホ
ズ
ラ
ス
チ
ョ
ッ
ト
さ
て
独
立
採
算
制
と
い
う
概
念
は
、
ネ
ッ
プ
の
時
期
の
ソ
ヴ
ィ
ニ
ト
連
邦
で
初
め
て
用
い
ら
れ
た
が
、
算
制
は
何
よ
り
も
分
権
的
管
理
あ
る
い
は
経
済
計
算
の
手
段
を
意
味
す
る
。
そ
し
て
建
設
資
金
は
国
家
財
政
か
ら
繰
入
れ
る
の
が
原
則
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
に
た
い
し
て
資
本
主
義
社
会
に
お
け
る
独
立
採
算
制
に
は
self,financing
の
意
味
が
す
こ
ぶ
る
強
い
。
た
が
っ
て
独
立
採
算
制
を
ソ
ヴ
ィ
エ
ト
に
お
け
る
そ
れ
に
合
わ
せ
て
b
u
s
i
n
e
s
s
accountability
と
訳
す
る
よ
り
は
前
記
の
self-
financing
と
訳
す
方
が
よ
り
適
切
と
言
え
よ
う
。
独
立
採
算
制
は
合
理
化
の
手
段
で
は
な
く
、
現
代
の
資
本
主
義
で
は
逆
に
合
理
化
は
独
立
採
算
制
の
結
果
で
あ
る
。
基
本
的
に
は
独
立
採
算
制
は
、
現
代
、
殊
に
第
二
次
大
戦
以
降
の
、
資
本
主
義
の
危
機
に
も
と
ず
い
た
国
家
財
政
活
動
の
増
大
と
結
び
つ
い
た
―
つ
の
財
政
現
象
で
あ
る
。
こ
こ
か
ら
わ
が
国
の
場
合
で
も
次
の
よ
う
な
結
果
が
生
じ
て
い
る
の
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
第
七
表
の
よ
う
に
一
般
会
計
・
産
投
会
計
資
金
と
い
っ
た
財
政
資
金
ー
前
節
で
ふ
れ
た
行
政
投
資
と
直
ち
に
同
じ
で
は
な
く
て
今
の
場
合
の
一
般
会
計
・
産
投
会
計
資
金
は
国
家
資
本
の
中
に
も
入
り
こ
ん
で
い
る
。
ー
は
二
十
八
年
度
に
お
あ
る
。
に
お
け
る
五
九
彩
へ
と
増
大
し
て
い
る
。
（
寺
尾
）
し
ソ
ヴ
ィ
ニ
ト
で
は
、
独
立
採
五
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が
導
入
さ
れ
、
こ
れ
に
代
位
す
る
、
こ
れ
が
現
代
の
資
本
主
義
に
お
け
る
財
政
の
必
然
的
な
傾
向
で
あ
る
と
言
い
え
よ
う
。
し
か
し
な
が
ら
政
策
的
恣
意
を
超
え
て
社
会
資
本
の
独
立
採
算
化
の
現
象
が
最
近
に
お
い
て
傾
向
的
な
も
の
に
な
っ
て
き
て
い
る
と
い
う
た
め
に
は
、
具
体
的
な
場
合
に
お
け
る
こ
の
事
実
の
存
在
、
そ
の
理
由
、
と
く
に
生
産
手
段
生
産
部
門
（
産
業
基
盤
）
と
消
費
資
料
生
産
部
門
（
生
活
環
境
）
で
の
あ
り
方
の
相
異
、
そ
の
結
果
な
ど
に
つ
い
て
共
通
点
、
相
異
点
を
明
ら
か
に
す
る
必
要
が
る
し
、
ま
た
独
立
採
算
制
に
は
さ
ま
ざ
ま
の
政
策
的
課
題
の
解
決
が
課
さ
れ
て
い
て
、
第七表
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
（口）
（
寺
尾
）
い）
社会資本投資に占める一般会計・産
投会計資金の比重と増減 （ク15)
昭28 昭34
8.9 18.8 
（イ） 産業基盤{
行政投資
国家資本
生活環境
1行政投資
i国家資本
国土保全｛
行政投資
国家資本
2
5
0
5
 
．
．
．
．
 
7
6
3
6
0
 
2
 
2
5
9
3
 
．
．
．
．
 
2
2
1
3
0
 
ー
+9.9 
-5 
1
2
 
．
．
 
4
1
3
0
 
ー
―
―
 
52.1 38.7 -13.4 
（註） 第六表より抽出作成
五
げ
る
社
会
資
本
投
資
総
額
の
五
ニ
・
一
％
か
ら
三
十
四
年
度
に
は
三
八
・
七
形
へ
と
一
三
•
四
％
の
減
少
を
み
せ
て
い
る
。
も
っ
と
も
重
点
部
門
で
あ
る
産
業
基
盤
の
分
野
の
行
政
投
資
で
は
九
・
九
％
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
が
、
他
の
す
べ
て
の
と
こ
ろ
で
二
三
・
三
党
と
い
う
そ
れ
以
上
の
減
少
を
み
た
の
で
、
相
殺
さ
れ
て
こ
の
一
l―
-
•
四
形
の
減
少
と
い
う
結
果
に
な
っ
た
の
で
あ
る
。
こ
の
一
三
•
四
％
の
行
政
投
資
の
減
少
は
そ
の
ま
4
そ
れ
だ
け
の
比
率
で
の
独
立
採
算
化
方
向
の
前
進
を
意
味
し
て
い
る
。
も
ち
ろ
ん
、
全
域
い
っ
せ
い
に
財
政
資
金
の
拡
大
が
可
能
で
あ
れ
ば
、
こ
う
し
た
結
果
に
は
な
ら
な
い
。
だ
が
現
代
の
資
本
主
義
に
お
け
る
財
政
的
諸
制
約
の
下
で
は
こ
の
重
点
部
門
で
行
政
投
資
な
い
訳
に
は
い
か
な
い
。
お
そ
ら
く
他
の
額
域
で
一
般
財
源
の
資
金
を
減
少
さ
せ
て
こ
こ
に
集
中
し
、
こ
の
減
少
を
埋
め
る
べ
く
あ
る
部
面
で
は
独
立
採
算
制
た
と
え
ば
第
七
表
の
財
政
資
金
が
産
業
基
盤
の
国
家
資
本
を
九
・
九
％
だ
け
あ
げ
る
た
め
に
は
、
他
の
領
域
に
マ
イ
ナ
ス
の
影
響
を
与
え
212 
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
で
は
五
％
の
減
少
に
た
い
し
て
、
生
活
基
盤
の
国
家
資
本
の
場
合
一
・
一
％
の
減
少
に
す
ぎ
な
い
と
い
っ
た
事
実
に
示
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
う
し
た
点
も
関
連
し
て
検
討
す
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
一
般
的
結
論
が
は
じ
め
て
内
容
を
与
え
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
。
註
(
9
)
後
述
の
五
、
b
を
参
照
。
(10)
運
輸
調
査
局
、
独
立
採
算
制
論
、
中
央
書
院
、
一
九
四
八
年
、
一
九
ニ
ー
1
ニ
ペ
ー
ジ
参
照
。
な
お
ソ
ヴ
ィ
エ
ト
の
独
立
採
算
制
に
つ
い
て
は
、
松
尾
憲
橘
、
社
会
主
義
会
計
学
、
中
央
経
済
社
、
一
九
五
五
年
。
大
島
国
雄
、
ソ
ヴ
ィ
エ
ト
企
業
の
独
立
採
算
制
、
森
山
書
店
、
一
九
六
0
年、
ダ
ニ
ー
ロ
フ
編
著
、
八
雲
香
俊
訳
編
●
社
会
主
義
交
通
経
営
論
、
青
木
書
店
、
一
九
六
0
年
な
ど
が
あ
る
。
行
政
投
資
の
お
け
る
負
担
金
制
度
昭
和
三
十
年
度
に
始
ま
る
愛
知
用
水
公
団
、
農
地
開
発
機
械
公
団
、
森
林
開
発
公
団
等
の
設
置
は
公
共
事
業
を
公
団
や
特
別
会
計
の
ご
と
き
形
態
で
実
施
し
よ
う
と
す
る
最
近
の
傾
向
の
発
端
で
あ
る
。
一
二
十
二
年
度
に
は
特
定
多
目
的
ダ
ム
建
設
工
事
特
別
会
計
お
よ
び
特
定
土
地
改
良
工
事
特
別
会
計
が
創
設
さ
れ
、
三
十
三
年
に
は
道
路
整
備
特
別
会
計
、
三
十
四
年
に
は
さ
ら
に
特
定
港
湾
施
設
工
事
特
体
の
負
担
と
な
る
分
は
、
直
轄
事
業
地
方
分
担
金
と
し
て
地
方
債
証
券
で
納
付
さ
れ
、
こ
の
証
券
の
償
還
に
よ
っ
て
現
実
の
国
の
収
入
と
な
る
と
い
う
も
の
で
あ
っ
た
。
し
た
が
っ
て
一
般
会
計
は
地
方
負
担
分
を
そ
の
予
算
の
う
ち
か
ら
融
資
し
て
い
た
わ
け
で
あ
る
。
こ
れ
は
地
方
資
金
の
活
用
で
は
な
く
、
さ
し
あ
た
り
単
な
る
地
方
財
政
の
負
担
軽
減
だ
け
で
あ
っ
た
。
と
こ
ろ
が
特
別
会
計
制
度
を
入
れ
て
き
た
こ
と
に
よ
っ
て
、
第
一
に
、
一
応
必
要
な
事
業
費
の
金
額
を
国
の
予
算
に
計
上
し
て
こ
れ
か
ら
支
出
し
、
地
方
公
共
団
一
般
会
計
に
計
上
す
る
分
を
純
国
庫
負
担
分
の
み
と
し
、
地
万
負
担
分
相
当
額
を
当
該
年
度
の
借
入
金
（
資
金
運
用
部
等
借
入
金
）
に
よ
り
調
達
し
、
こ
の
借
入
金
の
償
還
は
地
方
債
証
券
の
年
賦
償
還
金
を
も
っ
て
あ
て
る
と
い
う
方
従
来
の
直
轄
公
共
事
業
の
施
行
方
式
は
、
別
会
計
が
同
一
性
格
を
も
っ
て
出
発
し
て
い
る
。
四
（
寺
尾
）
五
四
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(
1
1
)
(12) 
い
え
る
。
(11) 
式
が
可
能
と
な
っ
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
一
般
会
計
予
算
が
同
一
で
も
、
借
入
金
相
当
額
だ
け
事
業
量
を
増
大
で
き
る
こ
と
に
な
っ
た
の
で
あ
っ
て
、
上
記
の
各
特
別
会
計
は
す
べ
て
こ
の
方
式
を
と
っ
て
い
る
。
第
二
に
、
受
益
者
負
担
制
度
が
可
能
に
な
っ
た
。
こ
れ
に
は
―
つ
は
受
益
者
負
担
金
を
徴
収
す
る
も
の
。
た
と
え
ば
特
定
港
湾
施
設
工
事
特
別
会
計
に
つ
い
て
み
れ
ば
、
石
油
、
鉄
鋼
港
湾
が
こ
れ
に
該
当
す
る
。
二
つ
は
特
別
会
計
が
一
応
借
入
金
に
よ
り
工
事
を
施
行
し
管
理
者
の
負
担
と
し
た
上
、
施
設
完
成
後
管
理
者
が
施
設
利
用
者
か
ら
特
別
利
用
料
と
し
て
料
金
の
ご
と
く
徴
収
す
る
も
の
。
た
と
え
ば
石
炭
港
湾
の
全
部
、
(12) 
頭
（
門
司
）
、
肥
料
埠
頭
（
下
関
）
、
鋼
材
埠
頭
（
大
阪
）
が
こ
れ
に
該
当
す
る
。
一
兆
円
の
投
資
規
模
を
有
す
る
道
路
整
備
五
ヶ
年
計
画
遂
行
の
た
め
、
揮
発
油
税
収
見
込
と
一
般
財
源
で
(13) 
な
お
不
足
す
る
分
の
借
入
金
調
達
を
主
要
な
契
機
と
し
て
創
設
を
み
た
の
で
あ
り
、
ま
た
特
定
港
湾
施
設
工
事
特
別
会
計
は
、
京
阪
・
阪
神
・
名
古
屋
の
三
地
区
に
集
中
し
つ
つ
あ
る
輸
出
物
資
の
た
め
の
専
門
埠
頭
の
建
設
、
急
増
す
る
石
油
・
石
炭
お
よ
び
鉄
鋼
原
材
料
と
い
っ
た
輸
入
物
資
の
た
め
の
港
湾
整
備
、
し
か
も
船
舶
の
急
速
な
大
型
化
に
対
応
し
た
工
事
規
模
の
拡
大
、
こ
う
し
た
必
要
に
対
処
(14) 
す
る
た
め
創
設
せ
ら
れ
た
。
こ
の
よ
う
に
一
般
財
源
不
足
に
よ
る
事
業
資
金
の
わ
く
の
拡
大
、
こ
れ
に
よ
る
事
業
の
早
期
達
成
、
こ
の
点
が
現
段
階
の
公
共
事
業
に
お
け
る
特
別
会
計
設
立
の
理
由
で
あ
る
。
か
く
て
第
四
表
か
ら
知
ら
れ
る
よ
う
に
、
道
路
整
備
•
特
定
港
湾
•
特
定
多
目
的
ダ
ム
各
特
別
会
計
の
借
入
金
・
工
事
負
担
金
（
「
自
己
資
金
等
」
の
項
）
の
合
計
は
、
0
彩
、
四
九
劣
、
三
三
形
と
か
な
り
大
き
な
比
重
を
占
め
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
っ
て
行
政
投
資
の
生
産
力
機
能
は
非
常
に
高
ま
っ
た
と
昭一
1
三
、
「
国
の
予
算
」
、
六
二
0
ペ
ー
ジ
参
照
昭
三
四
、
「
国
の
予
算
」
、
五
九
0
i
―
ペ
ー
ジ
参
照
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
道
路
整
備
特
別
会
計
は
、
二
つ
の
方
式
が
あ
り
、
（
寺
尾
）
五
五
セ
メ
ン
ト
埠
各
建
設
資
金
の
そ
れ
ぞ
れ
一
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社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
「
国
の
予
算
」
、
六
一
八
l
九
ペ
ー
ジ
参
照
「
国
の
予
算
」
、
五
八
五
ペ
ー
ジ
以
下
参
照
国
家
資
本
の
独
立
採
算
制
と
言
っ
て
も
、
そ
れ
ら
が
属
す
る
部
門
に
向
け
ら
れ
た
産
業
政
策
か
ら
、
国
家
資
本
自
体
の
理
由
に
よ
っ
て
影
響
を
う
け
る
。
独
立
採
算
制
に
は
い
く
つ
か
の
タ
イ
プ
が
あ
る
。
田
国
鉄
型
、
②
電
々
型
、
③
住
(
1
)
 
宅
・
農
林
公
庫
型
、
④
国
民
金
融
・
中
小
企
業
公
庫
型
、
固
開
銀
型
が
こ
れ
で
あ
る
。
社
会
資
本
を
対
象
と
す
る
本
稿
で
は
、
さ
し
あ
た
り
山
（
関
連
し
て
②
）
と
③
、
す
な
わ
ち
性
格
と
し
て
は
産
業
基
盤
と
生
活
環
境
の
両
分
野
の
場
合
を
と
り
あ
げ
て
そ
の
独
立
採
算
制
の
姿
態
を
検
討
し
て
み
た
い
。
a
．
産
業
基
盤
の
場
合
ー
—
—
国
鉄
I
国
鉄
は
、
戦
前
か
ら
の
酷
使
型
輸
送
体
制
を
戦
後
に
も
ち
こ
ん
だ
ま
ま
、
イ
ン
フ
レ
手
段
に
代
っ
て
二
十
四
年
度
に
は
見
返
資
金
の
投
入
を
う
け
、
さ
ら
に
旅
客
六
割
値
上
（
二
四
•
五
・
一
）
、
（
二
五
·
-
•
一
）
を
て
こ
と
し
て
独
立
採
算
制
の
導
入
を
は
か
っ
た
（
二
四
年
ご
一
月
国
鉄
法
改
正
）
。
て
出
資
を
全
く
打
切
ら
れ
た
。
こ
の
よ
う
な
独
立
採
算
制
の
導
入
の
結
果
、
朝
鮮
動
乱
以
後
の
戦
後
資
本
主
義
の
合
理
化
過
程
で
、
国
鉄
は
減
価
償
却
•
特
別
補
充
取
替
費
そ
の
他
の
自
己
資
本
の
充
実
に
つ
と
め
つ
つ
、
運
用
部
借
入
金
、
鉄
道
債
券
へ
の
依
存
を
つ
よ
め
(16) 
る
体
制
を
と
っ
た
。
こ
の
結
果
第
八
表
で
み
る
よ
う
に
、
外
部
資
金
は
次
第
に
増
加
し
、
三
十
一
年
度
に
は
外
部
資
金
五
二
％
、
内
部
資
金
四
八
％
と
な
っ
た
。
三
十
二
年
四
月
一
日
の
運
賃
値
上
は
こ
う
し
て
も
な
お
解
消
し
え
な
か
っ
た
「
神
武
景
気
」
以
来
の
輸
送
監
(13) 
(14) 
五
国
家
資
本
に
お
け
る
独
立
採
算
制
昭―――――-、
昭
三
四
、
（
寺
尾
）
こ
の
結
果
二
十
六
年
度
を
限
り
と
し
ま
た
財
政
政
策
か
ら
、
そ
し
て
ド
ッ
ヂ
・
ラ
イ
ン
に
お
い
て
財
政
補
給
金
を
打
切
ら
れ
、
五
六
貨
物
四
割
値
上
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第八表 国鉄および電々公社の設備資金に
おける外部資金と内部資金の割合 （％） 
社会資本と独立採算制
~I 24 25 26 21 2s 29 30 31 32 33 34 35 36 
鉄国 ｛外内部
91 17 38 24 41 37 47 52 29 38 55 50 53 
983627659635348 71 62 45 50 47 
電｛外部 76 61 69 57 36 32 36 35 32 25 
27 34 
々 内部 24 39 31 43 64 68 64 65 68 75 73 66 -
（
寺
尾
）
（註） 各年度予算額で作成。
五
七
新
線
建
設
（
八
四
％
）
が
計
画
を
達
成
で
き
た
外
、
幹
線
輸
送
（
四
五
％
）
、
電
化
・
電
車
化
次
五
ケ
年
計
画
は
自
己
資
金
不
足
（
累
計
一
、
り
、
国
鉄
は
第
一
次
五
ヶ
年
計
画
を
出
発
さ
せ
た
。
路
を
、
自
己
資
本
の
増
大
ー
減
価
償
却
の
増
加
（
前
年
に
く
ら
ベ
一
四
四
億
円
増
加
し
て
四
九
0
億
円
）
と
内
部
留
保
二
六
三
億
円
の
確
保
ー
に
よ
る
建
設
資
金
の
投
入
に
よ
っ
て
一
挙
に
緩
和
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
よ
っ
て
内
部
資
金
は
七
一
形
に
高
ま
し
か
し
経
済
成
長
過
程
を
背
景
に
し
た
道
路
利
用
の
増
加
に
よ
っ
て
、
国
鉄
の
独
占
的
地
位
は
こ
の
道
路
と
の
競
争
に
よ
っ
て
一
部
弱
化
し
1
競
争
を
過
大
視
し
て
は
な
ら
な
い
が
|
、
国
鉄
は
漸
次
定
期
旅
客
・
低
等
級
長
距
離
貨
物
の
輸
送
へ
と
傾
斜
し
採
算
条
件
が
悪
(17) 
化
し
て
き
た
上
、
物
価
騰
貴
に
よ
る
経
営
費
の
膨
張
が
加
わ
っ
て
益
金
の
逓
減
を
み
、
第
一
1
0
0億
円
）
に
な
り
、
借
入
金
を
約
四
〇
0
億
円
増
大
し
て
も
な
お
七
0
0億
円
の
投
資
不
足
を
ま
ね
い
た
。
こ
う
し
て
再
び
外
部
資
金
依
存
が
深
ま
っ
て
き
た
の
で
あ
る
。
第
一
次
五
ヶ
年
計
画
で
は
、
取
替
改
良
(
-
―
―
-
％
）
、
（
四
七
％
）
、
デ
ィ
ー
ゼ
ル
化
（
四
八
％
）
、
車
輛
増
備
（
五
四
％
）
、
通
勤
輸
送
（
六
一
％
）
は
遅
れ
、
計
画
遂
行
率
は
一
二
十
五
年
度
（
計
画
四
年
目
）
で
六
七
％
（
計
画
で
は
八
0
%）
に
と
ゞ
ま
(18) 
り
、
各
地
で
輸
送
能
力
の
頭
打
ち
を
生
じ
、
こ
の
年
で
計
画
ほ
打
切
ら
れ
た
の
で
あ
る
。
再
び
三
十
六
年
度
か
ら
所
得
倍
増
計
画
に
対
応
し
て
第
二
次
五
ヶ
年
計
画
が
発
足
し
た
。
こ
の
九
大
な
建
設
投
資
を
支
え
き
れ
ず
、
一
連
の
運
賃
増
収
措
置
に
よ
っ
て
一
時
改
善
さ
れ
て
も
216 
住
宅
金
融
公
庫
は
、
昭
和
二
十
七
年
に
お
い
て
は
、
そ
の
半
面
で
あ
る
公
共
性
の
否
定
を
指
示
し
て
い
る
。
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
直
ぐ
債
券
・
借
入
金
依
存
に
傾
斜
す
る
の
は
、
「
産
業
基
盤
充
実
」
の
最
近
の
方
向
と
企
業
的
基
礎
と
の
矛
盾
か
ら
で
あ
り
、
最
近
の
国
鉄
の
独
立
採
算
制
の
特
徴
で
あ
る
。
電
々
公
社
は
、
こ
れ
と
対
照
に
第
八
表
に
明
ら
か
な
ご
と
く
、
減
価
償
却
、
巨
額
の
内
部
留
保
、
受
益
者
負
担
金
と
い
っ
た
内
部
資
金
か
ら
安
定
し
て
そ
の
建
設
資
金
を
ま
か
な
っ
て
い
る
。
こ
う
し
た
特
徴
は
公
社
の
独
占
的
地
位
が
国
鉄
以
上
に
極
め
て
強
固
で
あ
り
、
条
件
が
よ
い
点
に
求
め
ら
れ
ね
ば
な
ら
な
い
。
さ
て
こ
う
し
た
国
鉄
の
独
立
採
算
制
ほ
ど
の
よ
う
な
結
果
を
も
た
ら
す
で
あ
ろ
う
か
。
第
二
次
五
ケ
年
計
画
は
そ
の
帰
結
で
あ
る
。
計
画
で
は
設
備
取
替
(
1
n
o
~
)
、
幹
線
輸
送
力
増
強
(
1一
六
彩
）
、
電
化
・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
化
（
二
0
%
）
、
東
海
道
新
線
（
一
八
彩
）
が
そ
の
中
核
と
な
っ
て
い
る
。
つ
ま
り
黒
字
線
中
心
の
収
益
的
投
資
に
投
資
が
集
中
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
合
理
化
投
資
が
進
行
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
り
、
換
言
す
れ
ば
企
業
性
の
強
化
と
い
う
こ
と
に
外
な
ら
な
い
。
こ
れ
は
反
面
公
共
割
引
率
の
引
下
げ
な
ど
の
公
共
性
の
犠
牲
に
み
ち
び
き
、
労
働
強
化
を
随
伴
す
る
。
ま
た
利
子
負
担
は
毎
年
経
費
の
増
加
率
を
上
廻
る
増
加
率
を
示
し
、
三
十
三
年
(20) 
と
三
十
四
年
の
間
で
は
、
経
費
の
増
加
が
一
0
％
で
あ
る
に
た
い
し
、
利
子
の
増
加
は
一
四
彩
で
あ
る
。
そ
し
て
こ
の
計
画
で
の
最
大
の
弱
点
が
通
勤
輸
送
（
六
％
）
で
あ
る
と
い
う
事
実
は
、
最
も
雄
弁
に
こ
の
計
画
の
、
そ
し
て
こ
れ
を
み
ち
ぴ
い
た
独
立
採
算
制
の
性
格
を
表
現
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
れ
ら
の
事
実
は
断
片
的
で
は
あ
る
が
独
立
採
算
制
の
基
本
方
向
で
あ
る
企
業
性
、
採
算
性
の
強
化
と
b
．
生
活
環
境
の
場
合
ー
ー
住
宅
金
融
公
庫
I
一
般
会
計
出
資
八
0
億
円
、
運
用
部
借
入
金
―
二
0
億
円
で
あ
っ
た
。
三
十
一
年
に
一
般
会
計
出
資
が
消
え
、
運
用
部
借
入
金
一
九
六
億
円
一
本
に
な
っ
た
と
は
い
え
、
三
十
二
年
再
び
産
投
会
計
か
ら
三
0
億
円
の
出
資
が
な
さ
れ
、
資
金
運
用
部
借
入
金
も
二
三
五
億
円
に
増
大
し
た
。
そ
の
後
も
第
九
表
の
ご
と
く
出
資
の
逓
減
と
運
用
部
借
入
金
の
（
寺
尾
）
五
八
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第十表
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
営
庫
団
公
公
公
（
寺
尾
）
昭和34年度
住宅建設計画
(1000戸）
49 
102 
30 
住
住
住
宅
宅
宅
小計 181 
厚生年金住宅等 30 
政府計画計 211 
民間 349
合計 560
（註） 澄田，鈴木共編，昭和34年財
政投融資， 227ページより。
第九表
年度
28 
29 
30 
31 
32 
33 
34 
政府出資金
住宅金融公庫の
原資の推移 （％） 
運用部等
借入金
42.0 
45.3 
54.1 
61.0 
64.7 
68.0 
70.4 
58.0 
54.7 
45.7 
39.0 
35.3 
32.0 
29.6 
（註） 昭34,国の予算， 818ページ
より
五
九
一
連
の
住
宅
政
策
は
住
宅
公
団
の
場
合
も
一
貫
し
て
い
る
。
住
宅
公
団
の
建
設
対
照
的
な
拡
大
が
続
い
て
い
る
。
こ
れ
は
独
立
採
算
制
の
浸
透
を
表
示
し
て
い
た
だ
依
然
と
し
て
出
資
が
継
続
さ
れ
て
い
る
こ
と
は
こ
の
場
合
の
特
徴
で
あ
る
。
似
た
形
は
農
林
漁
業
金
融
公
庫
で
み
ら
れ
る
が
、
こ
こ
で
は
触
れ
な
い
。
こ
れ
は
わ
が
国
の
住
宅
政
策
の
あ
り
方
に
か
か
わ
る
―
つ
の
特
徴
で
あ
る
。
第
十
表
の
よ
う
に
公
庫
優
先
が
わ
が
国
の
住
宅
政
策
の
典
型
的
な
姿
勢
で
あ
り
、
公
庫
資
金
に
よ
る
建
築
戸
数
は
政
府
の
手
に
な
る
総
建
築
戸
数
の
約
半
数
を
占
め
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
住
宅
へ
の
行
政
投
資
が
比
較
的
に
少
い
と
こ
ろ
か
ら
、
逆
説
的
で
は
あ
る
が
、
出
資
金
に
よ
っ
て
公
庫
資
金
の
条
件
を
良
く
し
て
、
こ
ら
こ
の
出
資
が
継
続
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
公
庫
ほ
資
金
連
用
部
等
借
入
金
を
主
体
と
し
た
原
資
で
貸
付
を
行
っ
て
い
る
の
で
あ
る
が
、
資
金
運
用
部
資
金
の
金
利
が
六
分
五
厘
で
あ
る
に
た
い
し
、
公
庫
の
貸
付
金
利
は
五
分
五
厘
の
低
利
で
あ
っ
て
、
こ
こ
に
逆
ざ
や
が
生
じ
て
い
る
。
無
利
子
の
政
府
出
資
は
こ
の
逆
ざ
や
を
埋
め
て
公
庫
資
金
の
好
条
件
を
保
持
す
る
た
め
で
あ
る
。
こ
う
し
た
資
金
は
、
た
と
え
ば
三
十
二
年
度
で
は
、
産
投
会
計
出
資
九
五
億
円
、
資
金
運
れ
と
組
合
わ
す
民
間
資
金
の
活
用
を
促
進
し
よ
う
と
す
る
住
宅
政
策
の
性
格
か
る。
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第十一表 公庫融資申込者の職業別・月収別割合 （彩）
戟~I向翌1.5 2/2~ 5/2.5 13~ 13.5 14~ 14.5 /5~ 15.5靡下～ 2. ~3 3.5 ~4 4.5 ~5 5.5 ~ 
給与所得者
32 3.2 13.7 21.1 19.2 13.7 9.7 5.9 4.2 2.7 2.0 4.6 
33 1.0 10.2 19.1 18.2 14.3 10.9 7.9 5.3 3.7 2.6 6.8 
32 3.0 13.2 17.8 17.4 13.6 10.8 6.1 6.0 2.8 3.1 6.2 
個人経営者等 33 0.9 11.4 15.3 15.8 14.0 9.8 8.2 5.6 5.0 3.5 10.5 
| 
（註） 住宅金融公庫調べ
第十二表 公庫融資申込者の年令別割合
¥ 20オ未満 20才以上 30オ以上 40オ以上 50オ以上
年度別 30オ未満 40オ未満 50オ未満 60オ未満
60オ以上
0.1 I 21.9 I 36.4 I 26. 7 I 12.9 
0 I 24.1 I 37.6 I 23.5 I 13.1 
（註） 住宅金融公庫調べ
（彩）＇
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
（
寺
尾
）
32 
33 
2.0 
1. 7 
つ
い
で
一
六
•
六
形
が
一
般
公
す
え
お
き
五
年
）
で
あ
る
。
そ
こ
で
産
投
会
計
出
資
に
よ
る
の
で
あ
る
。
政
策
的
な
要
請
と
調
整
し
よ
う
と
し
た
結
果
で
あ
る
。
三
(21) 
十
三
年
の
公
庫
の
調
査
に
よ
れ
ば
、
申
込
者
の
五
五
・
七
％
は
一
般
勤
人
で
あ
り
、
ー
ー
住
宅
ー
ー
の
整
備
の
や
り
方
を
い
さ
さ
か
で
も
社
会
向
へ
の
財
政
資
金
の
重
点
的
投
入
に
適
応
し
た
生
活
環
境
の
必
然
的
結
果
で
も
あ
る
。
つ
ま
り
産
業
基
盤
強
化
の
方
賃
の
引
下
げ
）
を
目
指
す
と
同
時
に
、
民
間
資
金
の
導
入
こ
う
し
て
出
資
金
は
貸
付
金
利
引
下
げ
（
公
団
で
は
家
っ
て
資
金
コ
ス
ト
を
年
約
四
分
に
引
下
げ
よ
う
と
し
て
い
金
運
用
部
資
金
は
年
利
六
分
五
厘
、
償
還
期
限
三
0
年
（
償
還
期
限
七
年
（
す
え
お
き
六
ヶ
月
）
で
あ
る
。
ま
た
資
融
資
条
件
は
住
宅
債
券
並
み
に
年
利
七
分
五
厘
二
毛
二
糸
、
券
五
0
億
円
、
計
三
六
五
億
円
で
あ
っ
た
。
生
保
資
金
の
用
部
借
入
金
三
0
億
円
、
簡
保
資
金
借
入
金
九
0
億
円
、
民
間
（
生
命
保
険
会
社
）
借
入
金
一
0
0億
円
、
住
宅
債
六
0
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六
（
寺
尾
）
「
地
方
公
営
企
業
」
に
お
け
る
企
業
債
の
導
入
は
社
会
資
本
の
公
共
的
機
能
を
減
殺
す
る
ご
と
く
作
用
し
て
い
る
と
言
え
よ
う
。
＇ .,、
一
六
•
五
％
が
個
人
経
営
者
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
坪
数
が
増
加
す
る
ほ
ど
給
与
所
得
者
が
減
少
し
、
個
人
経
営
者
、
自
由
業
者
が
増
加
し
て
い
る
。
収
入
か
ら
み
る
と
第
十
一
表
の
ご
と
く
給
与
所
得
者
で
は
月
収
二
i
三
万
円
ク
ラ
ス
が
三
七
・
―
―
―
%
、
月
収
三
i
四
万
円
ク
ラ
ス
が
二
五
・
ニ
彩
で
あ
っ
て
、
こ
の
両
層
で
過
半
数
を
占
め
て
い
る
。
個
人
経
営
者
等
で
も
同
様
な
結
果
が
で
て
い
る
。
さ
ら
に
申
込
者
の
年
令
を
み
る
と
第
十
二
表
の
ご
と
く
、
三
0
オ
l
四
0
オ
、
二
0
オ
i
三
0
オ
、
四
O
~五
0
オ
の
順
で
あ
っ
て
、
意
外
に
層
が
若
い
。
こ
う
し
た
結
果
か
ら
み
る
と
、
公
庫
利
用
者
層
は
公
団
利
用
者
と
ほ
と
ん
ど
異
な
ら
な
い
層
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
（
公
団
入
居
者
は
普
通
月
収
三
五
、
0
0
0円
が
下
限
）
。
て
ら
れ
て
い
る
と
言
っ
て
さ
し
つ
か
え
な
い
で
あ
ろ
う
。
そ
れ
は
一
面
か
ら
み
れ
ば
社
会
政
策
の
採
算
化
で
あ
り
、
こ
の
独
立
採
算
制
し
た
が
っ
て
わ
が
国
の
住
宅
政
策
は
ほ
と
ん
ど
こ
の
層
を
対
象
に
組
立
註
(15)
山
ー
③
に
つ
い
て
は
文
中
で
大
体
の
傾
向
を
説
明
し
た
。
④
は
資
金
運
用
部
資
金
を
比
較
的
に
高
い
金
利
で
融
資
し
て
い
る
。
出
資
、
産
投
会
計
借
入
金
は
消
減
し
て
し
ま
っ
て
い
る
。
固
は
産
投
会
計
資
金
が
集
中
し
て
い
る
。
(
1
6
)
拙
稿
、
わ
が
国
の
公
企
業
に
お
け
る
独
立
採
算
制
の
一
考
察
、
商
学
論
集
二
巻
六
号
参
照
。
(17)
事
業
純
益
は
三
十
二
年
度
二
二
六
億
円
、
三
十
三
年
一
〇
一
億
円
、
三
十
四
年
三
四
億
円
と
下
降
し
た
。
（
鉄
道
要
覧
よ
り
）
。
(18)
昭
和
一
―
―
十
五
年
十
月
「
国
鉄
の
現
状
」
よ
り
。
（
）
内
は
遂
行
率
。
(19)
同
上
、
（
）
内
は
投
資
の
割
合
。
(20)
職
員
数
は
二
十
八
年
に
四
五
万
人
、
三
十
四
年
に
は
四
四
・
八
万
人
で
あ
っ
た
。
こ
れ
に
業
務
量
の
増
大
を
考
え
る
と
労
働
強
化
と
い
っ
て
過
言
で
は
な
い
。
利
子
に
つ
い
て
も
、
鉄
道
要
覧
参
照
。
(21)
「
住
宅
金
融
公
庫
年
報
」
、
昭
一
―
―
―
―
-
‘
ー
ニ
六
ベ
ー
ジ
以
下
参
照
。
務
員
、
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
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第十三表
(A） 
(B) 
(C) 
昭和三十三年度水道
事業資本的収支表
（億円）
200 
180 
資本的収入
企業債
補助金
工事負担金
その他
資本的支出
建設改良費
企業債償還金
その他
差引
A/B (%) 
C/B (%) 
企業債／建設改良費
2 
5 
13 
278 
211 
64 
31 
78 
72.0 
28.0 
68.0 
（註） 自治庁編「地方公営年鑑第6
集」 43ページ，第19表より。
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
人
口
の
都
市
集
中
を
反
映
し
て
、
四
年
度
で
は
財
政
投
融
資
の
ニ
―
%
（
三
十
三
年
度
二
五
％
）
さ
て
地
方
債
は
、
前
掲
第
一
表
で
示
し
た
よ
う
に
、
三
十
事
負
担
金
等
に
資
本
収
入
源
を
み
つ
け
て
い
る
。
こ
の
内
企
わ
か
る
よ
う
に
、
地
方
公
営
企
業
は
企
業
債
、
補
助
金
、
エ
一
般
財
源
の
な
か
か
ら
は
だ
せ
な
い
。
そ
こ
で
第
十
三
表
で
こ
の
よ
う
な
建
設
投
資
の
財
源
は
と
う
て
い
地
方
財
政
の
最
近
ま
で
わ
が
国
の
経
済
発
展
は
、
地
方
公
営
企
業
に
た
い
し
て
も
社
会
的
投
資
を
誘
発
さ
せ
、
独
立
採
算
制
を
通
じ
て
そ
の
大
き
な
負
担
に
な
っ
て
い
る
。
こ
こ
は
水
道
事
業
、
と
く
に
上
水
道
と
工
業
用
水
道
（
三
十
五
年
度
で
は
工
業
用
水
供
給
の
五
・
八
形
に
す
(22) 
ぎ
な
い
が
）
に
つ
い
て
そ
の
独
立
採
算
制
の
問
題
点
を
み
て
ゆ
き
た
い
。
(23) 
上
水
道
で
は
二
十
八
年
度
か
ら
三
十
三
年
度
ま
で
総
配
水
量
は
四
五
形
の
増
加
を
示
し
、
こ
う
し
た
水
の
需
要
に
た
い
し
て
こ
の
間
一
・
七
八
倍
の
建
設
改
良
費
(
-
―
-
+
-
＿
一
年
ニ
―
―
億
円
）
が
投
じ
ら
れ
た
。
ま
た
工
業
用
水
で
は
、
手
許
資
料
の
関
係
で
前
記
と
数
字
は
そ
ろ
わ
な
い
が
、
最
近
の
鉱
工
業
生
産
の
顕
著
な
伸
長
、
重
化
学
工
業
化
(1
用
水
産
業
化
）
、
工
場
単
位
の
大
型
化
を
反
映
し
て
、
用
水
使
用
量
は
三
十
三
年
二
、
四
0
0万
m／
日
、
三
十
四
年
度
二
、
八
五
0
万
m
／
日
、
三
五
年
度
三
、
一
0
0
万
m
／
日
（
推
）
と
急
増
し
た
が
、
こ
の
た
め
同
一
期
間
ニ
・
一
五
倍
に
の
ぽ
る
事
業
費
（
三
十
三
年
度
三
九
億
円
）
を
投
じ
て
い
翠
（
寺
尾
）
業
債
が
建
設
改
良
費
に
占
め
る
割
合
は
非
常
に
重
く
、
三
十
三
年
度
で
は
上
水
道
で
六
八
形
を
算
し
て
い
る
。
＇ ノ‘
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（
寺
尾
）
ー』
ノ‘
を
占
め
た
が
、
こ
の
地
方
債
の
う
ち
さ
ら
に
公
営
企
業
分
と
準
公
営
事
業
分
は
あ
わ
せ
て
そ
の
五
五
％
（
三
十
三
年
度
五
四
％
）
で
あ
り
、
上
水
道
分
の
企
業
債
は
こ
の
数
字
の
内
ニ
ニ
％
を
占
め
、
最
大
の
比
重
を
も
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
な
数
字
に
企
業
債
依
存
の
つ
よ
さ
が
表
現
さ
れ
て
い
る
と
言
え
よ
う
。
企
業
債
へ
の
依
存
は
地
方
公
営
企
業
の
独
立
採
算
制
の
特
徴
で
あ
る
。
そ
こ
で
次
に
そ
の
結
果
を
検
討
し
て
み
た
い
。
上
水
道
の
場
合
で
み
る
と
、
明
ら
か
に
そ
れ
は
支
払
利
息
と
企
業
債
償
還
に
大
き
く
第
一
に
、
支
払
利
息
に
つ
い
て
み
る
と
、
こ
れ
は
、
二
十
八
年
度
か
ら
三
十
三
年
度
に
か
け
て
三
・
四
五
倍
の
増
加
を
示
し
、
経
費
内
の
比
重
も
八
•
三
形
か
ら
一
四
•
四
彩
へ
と
増
大
を
続
け
て
い
る
。
こ
の
こ
と
は
給
与
費
の
場
合
、
こ
の
間
に
一
・
八
一
倍
、
三
三
(28) 
•
六
彩
か
ら
三
一
・
三
彩
へ
と
減
少
し
て
い
る
の
と
対
照
的
で
あ
る
。
こ
れ
は
次
第
に
経
費
を
圧
迫
す
る
も
の
と
し
て
現
わ
れ
て
い
る
。
第
二
に
、
企
業
債
償
還
金
へ
の
影
響
と
は
減
価
償
却
と
の
関
連
で
で
て
く
る
問
題
で
あ
る
。
原
則
と
し
て
減
価
償
却
費
の
範
囲
内
で
企
業
債
償
還
を
す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
る
が
、
た
と
え
ば
三
十
三
年
度
で
は
企
業
債
償
還
金
六
四
億
円
に
た
い
し
減
価
償
却
費
は
四
四
(29) 
億
円
に
す
ぎ
な
い
の
で
あ
る
。
企
業
債
の
償
還
年
限
は
政
府
資
金
が
二
五
年
、
公
募
債
が
七
年
で
あ
る
が
、
こ
れ
に
た
い
し
事
業
設
備
(30) 
の
平
均
耐
用
年
数
は
同
年
度
で
四
六
・
六
年
な
の
で
あ
る
。
償
還
の
直
接
財
源
で
あ
る
べ
き
減
価
償
却
の
基
礎
と
な
る
耐
用
年
限
が
、
償
還
年
限
二
十
五
年
の
場
合
に
対
比
し
て
み
て
も
、
こ
の
よ
う
に
そ
の
一
。
八
八
倍
で
あ
る
の
で
、
こ
の
ま
ま
で
ほ
償
還
は
不
可
能
な
訳
で
あ
る
。
そ
こ
で
結
局
料
金
に
転
嫁
さ
れ
る
。
こ
の
間
の
状
況
を
自
治
庁
の
担
当
官
は
次
の
よ
う
に
の
べ
て
い
る
。
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
影
響
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
「
一
立
方
メ
ー
ト
ル
当
り
の
販
売
価
格
と
原
価
の
差
は
二
十
八
年
度
当
時
四
0
銭
で
あ
っ
た
も
の
が
一
円
三
六
銭
八
厘
と
な
り
、
原
価
に
対
す
る
収
益
率
は
ニ
・
九
彩
か
ら
八
•
六
％
に
増
加
し
て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
収
益
率
が
大
き
く
上
昇
し
て
い
る
の
は
、
三
十
年
度
か
ら
三
十
一
年
度
に
か
け
て
全
国
各
都
市
が
水
道
料
金
を
値
上
げ
し
た
際
お
よ
び
そ
の
後
の
増
設
に
伴
う
値
上
げ
の
際
、
建
設
改
良
費
お
よ
び
減
価
償
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第十四表
28年度
工業用水道事業投下資金実績
33 34 35 
（億円）
36 
補
起
そ
助事
債事
の他事
業
業
業
2
 ．
 
0
0
 
ー
21.7 
17.1 
1.5 
1
6
 
．． 
7
7
0
 
3
1
 
54.4 
22.2 
2.9 
111.8 
36.2 
1.9 
計 10.2 40.3 54.7 79.5 149.9 
累 計 10.2 111.1 165.9 245.5 395.4 
補
起
そ
金
債
運用部資金
公募債
一般公募
会社引受
の他
地方公共団体負担
会社負担
愛知用水公団借入
助
10.2 
10.2 
10.2 
5.0 
30.0 
14.9 
15.1 
12.1 
3.0 
5.3 
0.4 
2.5 
2.4 
8.4 
41.7 
16.0 
25.7 
16.0 
9.7 
4.6 
0.9 
1.4 
2.3 
12.7 
47.7 
27.0 
30.7 
20.0 
10.7 
9.2 
3.4 
4.1 
1. 7 
24.9 
103.1 
53.0 
50.1 
27.9 
22.2 
21.9 
12.8 
5.2 
3.8 
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
（
寺
尾
）
増加給水能力(ma/日）
総給水能力累計(ma/日） 604,500 
220,000 
1,453,600 
217,000 
1,670,360 
323,300 
1,993,660 
323,300 
3,559,660 
（註）
れ
ぞ
れ
三
四
•
四
三
彩
、
-
．
六
六
ソ
ー
ダ
の
場
合
電
力
費
の
割
合
は
そ
通産省企業局編，わが国の工業立地，昭37,40~41ページより。
四
％
よ
り
若
干
高
い
。
硫
安
、
ア
法
れ
は
同
じ
く
電
力
費
の
割
合
0
•
六
割
合
は
O・
七
六
形
で
あ
る
が
、
こ
は
、
製
造
原
価
に
お
け
る
用
水
費
の
ば
三
十
五
年
に
お
い
て
、
鉄
鋼
業
で
こ
の
料
金
の
問
題
は
工
業
用
水
の
は
こ
の
関
連
を
必
然
化
し
て
き
て
い
げ
が
で
て
き
て
お
り
、
企
業
債
依
存
は
建
設
資
金
の
問
題
か
ら
料
金
値
上
い
れ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
と
考
え
ら
(31) 
れ
る
。
」
と
。
却
費
を
超
過
す
る
起
債
の
償
還
金
の
一
部
を
料
金
額
決
定
の
要
素
に
と
り
こ
の
よ
う
に
最
近
で
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
場
合
と
く
に
重
要
で
あ
る
。
た
と
え
六
四
22・3・ 
註
(22)
(23) 
（
寺
尾
）
1
 
・
O三
彩
で
あ
る
。
六
五
し
か
も
料
金
は
紙
、
パ
ル
プ
、
火
力
発
電
、
非
鉄
金
属
精
練
、
繊
維
お
よ
び
繊
維
製
品
等
で
は
0
•
四
四
t
ニ
・
一
三
円
程
度
に
す
ぎ
(32) 
な
い
に
か
4
わ
ら
ず
、
化
学
、
石
油
精
製
、
食
品
、
鉄
鋼
業
で
は
三
・
―
二
l
四
・
九
九
円
／
面
程
度
で
か
な
り
高
い
。
前
者
は
主
と
し
て
自
家
引
用
水
に
た
よ
り
、
後
者
は
買
水
の
比
重
が
高
い
と
推
察
で
き
る
が
、
そ
れ
が
用
水
型
産
業
で
あ
り
、
そ
し
て
用
水
型
産
業
が
基
幹
産
業
で
あ
る
と
こ
ろ
に
問
題
が
あ
る
。
(33) 
三
十
一
年
の
「
工
業
用
水
法
」
は
地
盤
沈
下
防
止
を
目
標
に
出
発
し
た
が
、
以
上
の
よ
う
な
問
題
の
存
在
の
た
め
に
、
既
に
社
会
的
投
資
の
推
進
の
方
向
に
一
歩
を
進
め
て
い
る
。
こ
れ
は
従
来
の
ご
と
く
全
額
起
債
に
よ
る
と
き
は
（
最
良
の
条
件
で
％
運
用
部
資
金
、
％
公
募
債
）
用
水
価
格
が
特
に
高
く
な
る
な
ど
の
理
由
が
あ
る
も
の
に
限
っ
て
補
助
金
を
交
付
す
る
も
の
で
あ
っ
て
、
産
業
基
盤
に
属
‘
 
す
る
領
域
で
の
企
業
債
依
存
へ
の
緩
衝
処
置
で
あ
る
。
こ
の
三
十
一
年
度
の
負
担
区
分
は
国
庫
補
助
％
、
運
用
部
資
金
に
よ
る
地
方
債
引
受
％
、
企
業
者
等
に
よ
る
地
方
債
引
受
5
/
1
2
で
あ
っ
た
。
第
十
四
表
は
工
業
用
水
道
の
投
下
資
金
の
内
別
を
示
し
て
い
る
が
、
企
業
債
依
存
は
二
十
八
年
一
0
0彩
、
三
十
一
年
度
以
降
補
助
金
交
付
を
み
た
の
で
、
三
十
三
年
度
七
四
彩
、
さ
ら
に
三
十
六
年
度
六
八
彩
ま
で
下
っ
て
い
る
。
な
お
補
助
金
依
存
は
三
十
三
年
―
二
彩
、
三
十
六
年
一
七
形
と
増
大
し
て
い
る
。
こ
れ
に
た
い
し
て
第
十
三
表
の
い
ま
と
同
じ
ゃ
り
方
で
計
算
す
れ
ば
、
九
〇
彩
で
あ
り
、
補
助
金
上
水
道
の
場
合
を
比
較
す
る
と
、
三
十
三
年
で
の
企
業
債
依
存
は
、
依
存
は
一
彩
に
す
ぎ
な
い
。
ま
た
「
工
業
用
水
法
」
の
存
在
を
、
生
活
環
境
に
は
い
る
上
水
道
の
場
合
三
十
三
年
で
起
債
許
可
が
申
請
(34) 
の
六
二
•
四
彩
に
す
ぎ
ぬ
事
実
と
対
照
す
る
と
き
、
そ
こ
に
非
常
な
相
異
が
あ
る
こ
と
を
見
い
だ
す
こ
と
は
容
易
で
あ
る
。
通
産
省
企
業
局
編
、
わ
が
国
の
工
業
立
地
、
通
商
産
業
研
究
社
、
昭
一
二
七
、
三
七
ペ
ー
ジ
。
（
以
下
『
工
業
立
地
』
と
略
称
す
る
）
自
治
庁
編
、
地
方
公
営
企
業
年
鑑
（
昭
3
3
.
4
.
1
ー
昭
3
4
.
3
.
3
1
)、
第
六
集
、
地
方
財
務
協
会
、
昭
和
三
四
、
三
一
ペ
ー
ジ
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
彩
で
あ
る
が
、
用
水
費
ほ
七
•
四
三
彩
、
一
般
的
に
も
用
水
費
ほ
電
力
費
と
そ
う
大
き
な
開
き
を
も
た
な
い
。
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七
結
社
会
資
本
と
独
立
採
算
制
(24)
自
治
庁
編
、
同
上
書
、
四
一
―
―
ペ
ー
ジ
(25)
通
産
省
企
業
局
編
、
『
工
業
立
地
』
一
1
一
七
ペ
ー
ジ
。
通
産
省
企
業
局
編
、
わ
が
国
工
業
の
現
状
、
通
商
産
業
研
究
社
、
昭
三
五
、
八
ペ
ー
ジ
。
事
業
毀
と
い
う
場
合
建
設
改
良
毀
以
外
、
た
と
え
ば
企
業
憤
償
還
金
な
ど
を
ふ
く
む
。
(26)
自
治
庁
編
、
同
上
書
、
四
三
ペ
ー
ジ
(27)
自
治
庁
編
、
同
上
書
、
一
五
ペ
ー
ジ
(28)
自
治
庁
編
、
同
上
書
、
三
九
ペ
ー
ジ
(29)
自
治
庁
絹
、
同
上
書
、
三
九
ペ
ー
ジ
、
四
三
ペ
ー
ジ
(30)
自
治
庁
編
、
同
上
書
、
三
九
ペ
ー
ジ
、
四
七
ペ
ー
ジ
(31)
自
治
庁
編
、
同
上
書
、
四
二
l
-―
―
ペ
ー
ジ
(32)
通
産
省
企
業
局
絹
「
工
業
立
地
」
四
二
~1
一
ペ
ー
ジ
(33)
「
国
の
予
算
」
昭
一
＝
二
‘
1
0
1
1
~
1
―
―
ペ
ー
ジ
(34)
自
治
庁
編
、
同
上
書
、
四
四
ペ
ー
ジ
―
二
四
ー
有
形
固
定
資
産
一
、
六
九
八
億
円
／
減
価
償
却
額
一
0
億
円
で
四
六
・
六
年
。
バ
ラ
エ
テ
イ
以
上
社
会
資
本
に
お
け
る
独
立
採
算
制
の
問
題
と
そ
の
諸
相
に
つ
い
て
検
討
し
て
き
た
が
、
独
立
採
算
制
と
は
結
局
資
本
家
的
な
方
法
を
社
会
資
本
に
も
ち
こ
む
こ
と
で
あ
り
、
こ
れ
に
よ
っ
て
生
産
力
が
政
策
を
媒
介
に
促
進
さ
れ
る
面
が
一
方
で
は
強
く
で
て
、
こ
の
た
め
社
会
的
矛
盾
が
む
し
ろ
強
く
な
る
側
面
が
あ
る
の
に
た
い
し
て
、
他
方
で
こ
の
矛
盾
を
国
家
が
政
策
を
媒
介
と
し
て
緩
和
し
調
節
し
て
ゆ
く
と
い
う
側
面
が
独
立
採
算
制
に
よ
っ
て
非
常
に
制
約
さ
れ
て
く
る
と
い
う
こ
と
が
言
え
る
よ
う
に
思
う
。
し
た
が
っ
て
独
立
採
算
制
を
傾
向
と
し
て
つ
か
ま
え
て
誤
り
な
け
れ
ば
、
そ
れ
は
現
代
国
家
の
も
つ
矛
盾
の
一
っ
と
考
え
る
こ
と
が
で
き
よ
う
。
（
一
九
六
ニ
・
八
・
―
―
-
）
び
（
寺
尾
）
六
六
